
政治学概論（Ⅱ）2004後期　

第１回　　議会制民主主義（テキスト第６章２）　　　                     

１　議会制民主主義の位置
（１）直接民主制から間接民主制への転換・・・「転換」についての二つの見方
　　①本当は直接民主制がベストだが、地域・人口拡大等、技術的理由により、やむを得ず間接民主制を採用したという見方。
　　　したがってなるべく直接民主制の契機を残そうとする。

例：地域人口に応じた議席配分。得票数に応じた議席配分。

直接請求権の保障。住民投票制度の拡充。

　

2 政治的進歩によるものという見方。間接民主制のほうがベターだという見方。

　　Montesquieu『法の精神』1748　

「人民は代表者を選ぶため以外には政治に関与してはならない」「下層民は彼ら固有の意思をもたないとみなされるがゆえに、選挙に参与してはならない」
　　Edmund　Burke（1729-97。イギリスの保守思想家）

「議会は互いに対立する敵対的な利害を代表する使節たちが、互いにその利益を弁護するための場所ではない。議会は一国のための審議機関であり、そこには地方的な偏見ではなく、全体の一般的な理由から結果する一般意志が支配していなければならない。国会議員を選ぶのは選挙民であるが、しかしひとたび選挙区が国会議員を選んだならば、かれはブリストルの議員ではなく国会の議員である。」
　　つまり真に国民を代表するのは優れた理性を持つエリートとしての国会議員だという考え方　⇒フィクションとしての「国民代表の原理」
（２）議会の昔と今

①　身分制議会（中世後期イギリス議会、フランス三部会、ドイツ諸領邦議会）

高位聖職者、高級貴族、上層市民代表によって構成。

命令委任（課税への賛否等、限定された機能。政治家はその行動についてあらかじめ選出母体の指示を受け、議会での行動について母体に報告し、承認を求める義務を負う）
2 近代議会

制限選挙

代表委任（白紙委任）＝純粋代表制

フィクションとしての国民代表原理

3 現代議会

普通選挙

白紙委任ではない（公約の具体化）＝半代表

国民代表原理の実質化

＊議会主義と議会制民主主義の違いを考えよ。　　
     ｃｆ　バーカー（イギリスの政治学者。1874-1961）による「討論の原則」

ⅰ　意見が分かれることへの同意

ⅱ　妥協

ⅲ　多数決

　＊討論の原則が機能する条件を考えよ。

【問題】

ある地域から選出された国会議員がなぜ国民代表と呼ばれるのか、その理由を考えてみよう。

さらに、国民代表と呼ばれても、それは国民から「白紙委任」されていることではないということについても考えてみよう。

【補足】国会と内閣（テキストにはない）

１　国会の性格と機能
　　　・　三権分立とは何か？
　　　・　憲法には「国会は国権の最高機関」と書いてあるが、これと三権分立とはどういう関係にあるのか。
　　　・　主権は国民にあり、統治権力は一元的であって、権力は分割できない。国会は主権者たる国民の代表機関として「最高機関」なのであって（国会の性格規定）、三権分立は正しくは権限分割ではないのか？
1 国会の最高機関性・・・　総理の指名。総理および国務大臣の過半数は国会議員。内閣は国会に連帯責任を負う　⇒　内閣は国会に対して依存関係にある＝議院内閣制。
　②  国会の最高性をおびやかすもの＝内閣の優越。
　＊　国会の運営における実態⇒自民の一党支配＝内閣提出法案の国会通過の保障。
    　議員立法＝衆院２０人以上、参院１０人以上（予算を伴う場合－５０人と２０人）
　　　ほとんどが内閣提出法案。しかし内閣が法案を提出できるのか？（内閣法では是認）
· 国会解散における内閣の優越　⇒ 合計１７回の解散のうち、 ６９条解散（不信任）は１９４８吉田なれあい解散」、５３吉田「馬鹿野郎解散」、８０大平「ハプニング解散」、９３宮沢「うそつき解散」。あとは内閣の自由な判断による７条解散。ただし解散の原因に関わらず天皇の解散詔書は｢第７条により｣とするので要注意のこと。

· ６９条は実質、７条は形式と解するなら７条解散には無理がある。ただし多くの憲法学者は解散権の乱用をいましめつつ、７条解散の必要性については認めている（重要法案・条約・外交処理をめぐって国会が紛糾したとき、国民投票にかえてこれをおこなう）
【６９条】内閣は、衆議院で不信任の決議案を可決し、または信任の決議案を否決したときは､１０日以内に衆議院が解散されない限り､総辞職をしなければならない。

【７条】天皇は内閣の助言と承認により､国民のために左の国事に関する行為を行う。

3項 衆議院を解散すること。

２　内閣の機能
【７３条】２項　外交関係を処理すること
     　　 ３項　条約を締結すること。ただし、事前に、時宜によっては事後に、国会の承認を経ることを必要とする。
　条約：国家間の権利義務を定めるもの。協約・協定・憲章・取極め・決定書・覚書・議定書・交換公文など。

手続きは国際法による。全権委員の調印（署名）によって成立する場合と批准を必要とする場合とがある。批准とは調印された文書を元首が承認する行為（日本では天皇が国事行為として批准書の認証を行う）。

批准したのに国会が承認しない場合：内閣が相手国に条約の改廃/取り消しを申し出て相手国が同意すれば失効する。同意しなければ失効しない。

実際には国会の承認を経て内閣が調印し、批准する。

憲法と条約の効力関係

条約優位説

憲法98条　条約遵守義務

憲法81条　違憲審査権の対象に条約が入っていない（違憲条約の承認）

条約は国際社会の意思の表れと解して、一国家の意思（憲法）に優越すると解釈する。

憲法優位説

98条は違憲の条約の遵守を定めたものではなく、条約の国内法への組み入れを定めたもの。

81条の対象に条約がないのは、法律とは異なり、相手国の意思との合致がいるため書いてないだけ。違憲審査はできる。

条約の締結は国会の承認だけ、憲法改正は国民投票が必要。違憲条約が憲法を変更することは無理。

裁判所は憲法9条および安保条約に関わる判断をしてこなかった＝統治行為論

＊１９９１年、多国籍軍への９０億ドル（１兆１７００億円）支出差し止め訴訟。東京地裁は印紙代一人６０億円（原告５７１人で３兆４０００億）を請求して門前払い　⇒　統治行為論以前の問題

第２回　保守支配の構造（テキスト第４章）

１　戦後型支配の形成（ｐ２０２～）

戦後保守政治の流れに関係するところは、すでに学習した内閣史と重複しているため省略

  政官財複合体とは何か

経済団体連合会・日本経営者団体連盟（両者は２００２年日本経団連として統合）・経済同友会・日本商工会議所。⇒与野党議員・官僚への接触。

208ｐ-212ｐ

〔用語〕
　　　行政指導211ｐ

　　　族議員211ｐ

234pの図の解説は210ｐ

「政高官低」「党高官低」「党高政低」って何？

２　派閥連合政党としての自民党とその揺らぎ

現在の派閥

橋本派　　森派　　江藤･亀井派　　堀内派　　山崎派　　高村派　　旧加藤派　　　　　河野グループ　　無派閥

派閥均衡人事とその揺らぎ

３　自民党の集票構造とその揺らぎ（集票マシーンの機能不全）

1 派閥の領袖　→　陣笠の国会議員　→　県会議員　→　市町村議員

2 知事　→　市長　→　町村長

中央官庁　→　県庁　→　市町村役場

3 財界　→　業界･企業グループ　→　大企業本社　→　支社　→　下請け

後援会

自民党は個人後援会（他の政党は党後援会）

　　後援会の二重構造：地縁血縁グループと資金調達グループ

４　自民党の国家政党化

省略

【関連項目】

圧力団体　　　　３５６ｐ

注意「利益集団」は実体概念、「圧力集団」は機能概念
　　労働運動・学生運動・反戦平和運動・環境保護運動⇒集団的示威行動（マスメディアによる報道⇒世論に訴える。社会運動の展開と圧力団体化）
　　立正校成会・歯科医師会・日本医師会・日本遺族会⇒参院比例区で自前の候補擁立。新進・社民も業界、組合を代表する候補を擁立。しかし政界再編成のなかで、特定団体と政党の関係は流動化。

    政府の審議会、私的諮問委員会への、団体代表の派遣。（税制調査会、中央教育審議会、社会保険医療協議会）
圧力団体の類型　357ｐ

　　部分集団とは・・・

　　促進集団とは・・・

＊公共利益団体（多くの人に共通の利益を実現させようとする）
     目的－ 「きれいな水」「環境保護」「やすくて安全な製品の確保」「犯罪のない町」「平和」

　　　目的を団体成員のみで独占できない。広く、薄く、社会に拡散する利益は組織されにくい。組織の不安定。フリーライダーの問題。

圧力団体の功罪　358ｐ

　　メリット・・・

　　デメリット・・・

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

ついでに【官庁とギャンブル：「サッカーくじ」を導入したのはだれか】
刑法１８５条「賭博罪」

「偶然の輸贏（ゆえい）に関し財物を以て博戯（ばくぎ＝博打のこと）または賭事を為したるものは５０万円以下の罰金又は科料に処す。但し一時の娯楽に供する物を賭したる者は此限に在らず」
１８６条２項

「賭博場を開帳し又は博徒を結合して利を図りたる者は３月以上５年以下の懲役に処す」⇒しかし日本国家が賭博の胴元となる場合はこれを許可する（理由＝戦後の経済復興を支える財源のひとつとするため）。

　　　　　　　　　所轄監督官庁　　　　　　　　　　　特殊法人
競馬　　　　　　　農林水産省、　　　　　　　　　　ＪＲＡ（日本中央競馬会）
競輪              経済産業省（旧通産省）、     　　　日本自転車振興会
競艇              国土交通省（旧運輸省）、     　　　日本船舶振興会
オートレース　    文科省（旧科学技術庁）、     　　　日本小型自動車振興会
宝くじ            財務省（旧大蔵省（日銀））、　　　代理業務は第一勧銀

サッカーくじ　　　文部科学省（旧文部省）、　　　　日本体育・学校健康センター
コンビニでの販売は当面禁止（1998）→解禁（2003）

第３回　地域政治と地方自治　（テキスト６章６）                          　　　　
【補足】

１  地域政治の二重構造
· 地方自治体（市町村）レベル

このレベルに関心を持つ政治家は、首長・市町村の有力議員・県会議員

· 草の根レベル

　　　小中学校の範囲内で生じた問題に対して展開される政治活動＝地方政治

　　　通常、市町村議員の関心の対象はこのレベル。

２　地域政治の担い手
  「地域中産階級」　⇒　町内会、自治会、その他の団体の重要役職者　⇒  地方議員（保守系無所属が多い）
＊　なぜ地域中産階級が地域政治の担い手であり続けたのか？
  ・時間的、経済的余裕
  ・人脈
  ・地域の情報に精通
  ・土地問題の解決能力
  ・伝統的名望家層
３　地域保守主義
＊　草の根レベルに近づくほど保守系議員が多くなるのはなぜ？
    　イデオロギー保守というよりは、機能的保守＝政権党から金を引き出すことを、問題解決の方法として選択。

· 地域政治の変動

争点が明確な自治体における投票移動

住民投票の拡充

＊既存の住民投票の仕組みと常設型住民投票の違い

４　地方自治に見る直接民主制

直接請求権

種類　　　　　　　　　　　必要署名数　　　　　　　　　　　　　取り扱い

条例の制定・改廃請求　　　　有権者の５０分の１以上　　　　２０日以内に議会にはかる

監査請求　　　　　　　　　　同上　　　　　　　　　　　　　監査結果を発表

議会の解散請求　　　　　　　有権者の３分の１以上　　　　住民投票で過半数の賛成必要

議員・首長の解職請求　　　　同上　　　　　　　　　　　　　同上

＊団体自治と住民自治（ｐ363）

団体自治とは・・・・

住民自治とは・・・・

＊テキスト訂正　機関委任事務→法定受託事務

５　住民投票をめぐる問題点

間接民主制と直接民主制の｢ねじれ｣→しかし住民投票は間接民主制の否定ではない。

住民投票は衆愚政治をもたらすか？

住民投票は地域エゴの道具となるのか？

第４回　　政治とは何か（テキスト５章１）
    政治は、ある行動主体が他の行動主体に働きかけて、その行動を左右するときに生ずる社会現象。

＊政治についてのふたつのイメージ
    縦のイメージ＝
    横のイメージ＝
＊政治の目的＝紛争の調停、社会秩序の維持
＊政治現象はどこで見られるか
    国家現象説
    集団現象説
政治権力とは何か（テキスト５章２）
　ふたつの「権力」観

（１）実体的権力観（権力の実体的見方）
  権力者のもつ力は、なんらかの「権力手段」の保有から生じるとする見方。
· 物理的強制力の優越、独占（警察・軍隊）を権力の最大の源泉とする説。

マキャヴェリ（１４６９－１５２７）は、自前の軍隊の創設を君主の統治力の基盤と考えた。

・　経済力の獲得（生産手段の所有）を権力の最大の源泉とする説。

マルクス（１８１８－１８８３）は、ブルジョワジーを支配階級と考えた。
· 現代社会では、価値の多元化を背景に、何か特定のひとつではなく、「社会的価値を他者に優越して集積できたものがエリートとして権力を行使する」とする説もある。ラスウェル（１９０２－７８）は、エリートが権力を行使できるのは、集積した価値（権力手段）を使って他人に社会的価値を付与したり剥奪したりすることによると考えた。

（２）関係的権力観（権力の関係的・機能的見方）
  　　権力手段の保有から直ちに権力を説明するのではなく、権力者と服従者の「関係」を重視する。（ラスウェルはこの見解も取り入れている）

例：権力者による価値剥奪や価値付与は、それを価値とみなさなくなったものには効力がない。死をおそれないものには処刑の脅しは実効性を持たない。

富や名誉や地位も、それを欲しないものには何の価値もない。
【補足】服従のタイプ
（１）盲従＝権力者に対する信頼・尊敬。超人的英雄待望
（２）信従＝権力者の決定権限に対する倫理的是認。
（３）賛従＝権力者の決定内容に対する同意。
（４）欲従と忍従＝服従に対する反対給付への期待と、不服従に対する制裁への畏怖。アメとムチ。
（５）被操縦＝それが服従であることを自覚していない。
【参考文献】
篠原一／永井陽之助『現代政治学入門[第２版]』（有斐閣双書）
Ｍ・Ｗｅｂｅｒ『権力と支配』（有斐閣）
政治権力と社会権力

1 他者をその意思に反して行動させることができるとき、その人は権力をもつという。
2 権力は社会生活のあらゆる領域で成立するが、それが一定の地域住民のすべてが従うものとして成立したとき政治権力となる。
3 国家権力とは・・・・

多元主義国家論の問題点

　　多元主義国家とは・・・ｐ２８０

参考

「多元的国家論」（ラスキ）
　政治的多元主義ともいう。すべての社会や集団は統一的な意志決定の機構をもっている。この機構は成員の服従を獲得するための規則をもち、権威を備え、非服従者にたいして何らかの制裁措置をとる力（権力）をもつ。だから国家と他の集団との差は程度の問題でしかないと考える。この説のねらいは国家権力を抑制し、社会集団の自由を確保しようとすることにあった。
第５回　　国家論（テキスト５章４）
１　【補足】国家の概念化の歴史
１）古代ギリシャ時代　　　　アテナイ国家＝アテナイ人たち（国家＝市民団体）
２）古代ローマ時代　　　　　国家とは市民権保持者のゲマインデ（共同体）
３）中世ヨーロッパ　　　　　国家＝諸侯の支配する土地（Ｌａｎｄ）
４）１６世紀　　　　　　　　マキャベリ「ｓｔａｔｏ」←ｓｔａｔｅの語源。元はラテン語の「ｓｔａｔｕｓ」（地位・身分・官職・政府組織）
５）ドイツのＲｅｉｃｈ    統治組織 

こうして「広義の国家概念」の３つの要素がでそろった。
２　国家の概念
狭義の国家概念＝国家を、政治権力を発動する実体的組織（行政機構、司法機関、立法機関、暴力装置）として理解する。
広義の国家概念＝「狭義の国家」＋国土＋国民。
＊広義の国家の定義例
ＭａｃＩｖｅｒ（アメリカの政治学者）「国家とは、ある地域的に限定された共同社会（ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ）において、社会秩序の普遍的な外的諸条件を維持する団体（ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）であって、この目的のために、公布された法をとおして、強制権力を付与された政府によって行為するところのものである」
国家を利益社会（ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ＝Ｇｅｓｅｌｌｓｃｈａｆｔ）と規定。
「広義の国家」の基礎となる集団と他の集団との区別
１）誰もが生まれながらにしてその一員となり
２）その領域内のすべての個人と組織を拘束し
３）秩序維持のための強大な制裁力をもっている。
· 多元的国家論と比較すること。

[image: image1.wmf]五十嵐『概説現代政治』２９２ｐでは「広義の国家観は多元的国家観と結びつきやすい」としているが、物理的強制手段を独占し、これを一定地域内で合法的に使用しうるという点に国家の本質を認めれば、上記の区別はむしろ多元的国家論の国家観・社会集団観に反駁するものとなるのではないか。

＊よりシスティマチックに、国家を「主権的な領域政治体系」と呼ぶ場合もある。
ついでに主権概念の整理をしておこう⇒資料（佐藤功『日本国憲法概説』学陽書房）
３　国家類型と国家形態の区別
１）国家類型
どの階級（もしくは階級分派）が国家権力を掌握しているかによって識別。
奴隷制国家－封建制国家－資本主義（資本制）国家－社会主義国家。
＊従来この４つの国家類型は継続的に成立し、かつ不可逆性をもつものとされていた。
【問題】「社会主義体制」の崩壊をどう理解すべきか？
２）国家形態
「誰が」ではなく「どのように」支配しているかによって識別。
したがって、ひとつの国家類型においても複数の国家形態が存在する。
1 奴隷制国家における王政・貴族政・民主政
· 『概説現代政治』２９０ｐ「アリストテレスの国制」の修正

本来アリストテレスは「民主制」を｢国制｣、｢衆愚制｣を「民主制」と呼んでいた。

②封建制国家における君主制と絶対王政
③資本主義国家における立憲君主制、共和制、帝政、ファシズム
こういった違いを「国家の種差性」という。
[image: image2.wmf]もっと細かく「政治制度」を区別することも必要。
たとえば：

· 単一国家か複合国家（国家連合・連邦国家）か？

· 議院内閣制か大統領制かそれらの混合型か？
· 中央政府と地方政府の関係（地方分権の度合い）はどうなっているのか？
· 政党制度と選挙制度はどうなっているのか？

これらは、その国の政治過程の分析にとって必須の区別である。
第６回　　国家と民族（５章５）　　　　　　　　
国家（広義の）は政治社会の統合を困難にする下位集団をうちに含んでいる。
　民族　＝　縦に亀裂を生じさせる　＝　多極社会
＊階級　＝　横に亀裂を生じさせる　＝　階級社会
民族と階級のモデル
民族が国家の下位集団として存在する場合　⇒　民族の分離、独立問題
民族と国家が一致する場合                ⇒　国民国家の成立
民族が複数の国家を横断する場合       　 ⇒　国家統合
民族的自覚は国家の統合を強める方向に作用するが、複数の民族をうちに含む場合と、ひとつの民族が複数の国家に分断されている場合は国家の凝集性は低下する。
＊階級的自覚は国家の統合を弱める（国際主義）方向に作用する。
民族の定義
客観的要因　＝  人種・地理的空間（自然的要因）、風俗習慣の同一性（社会的要因）、言語や宗教（文化的要因）
主観的要因　＝　前近代的な伝統的共同体意識によって培われた一体感を土台に、国家を形成しようとする意識。しかしこの意識は自然発生的というよりは人為的に呼び覚まされる。

[image: image3.wmf]これ以外に民族を定義する方法はないのだろうか。

· 民族を他の社会的カテゴリーから区別する本質的契機を考えてみよう。

｢生命再生産過程を担う社会関係を媒介する記号体系の共有｣（南有哲『唯物論と現代』25）

Ｎａｔｉｏｎ　Ｓｔａｔｅ（国民国家／民族国家）＝国民的一体感を基礎に形成された近代国家。地縁的な人的団体であるＮａｔｉｏｎと、人為的機構であるＳｔａｔｅとの結合によって成立。
結合の過程
その地域の支配的なエスニック集団が少数派のエスニック諸集団を取り込み、Ｓｔａｔｅの権力によって（言語の統一、教育制度の整備）Ｎａｔｉｏｎとして全体を構成する。
[image: image4.wmf]Ｎａｔｉｏｎ　Ｓｔａｔｅ　を、

「国民国家」と訳すのはトートロジー（同義反復）ではないのか？　　　

　「民族国家」と訳すのはフィクションではないのか？
　近代国家の成立過程        

ヨーロッパの聖なる「普遍共同体」（ローマ法王）の解体⇒世俗的君主が支配する政治的単位の確立。
フランス革命によって一般化した「国民」の観念は、その後ナポレオン戦争によって（ナポレオンに対する抵抗によって）ヨーロッパ全域に浸透する⇒その後全世界に波及。
Ｎａｔｉｏｎａｌｉｓｍ
「ネーションという『想像の共同体』（Ｂ．アンダーソン）の、存立・統合・独立・発展を願う感情、運動をいう」（現代政治学小辞典）

「自己の属する民族への帰属意識の強まりや一体感の自覚を基礎に、民族国家の自主的形成や対外的膨張をめざす主張や運動をいう」（五十嵐）
[image: image5.wmf]あなたは、自分の属する民族への帰属意識や一体感が自然に芽生えると思いますか？　

あるいは誰かによって「呼び覚まされる、あるいは、強められる」と思いますか？

Ｎａｔｉｏｎａｌｉｓｍの発現形態
（１）古典的Ｎａｔｉｏｎａｌｉｓｍ
      国民国家の形成をめざす主張と運動。
（２）植民地Ｎａｔｉｏｎａｌｉｓｍ
      植民地の独立運動。
（３）右翼的Ｎａｔｉｏｎａｌｉｓｍ
      ファシズム。天皇制国家主義。自民族優越主義。他民族排外主義。
第７回　　階級論と政治変動論

１　階級論（５章６）
階級の定義（マルクス）「生産手段の所有や管理に基づいて発生する富や権力の格差のある社会集団」
階級は分業と私的所有の発展の中で生まれた、非和解的な対立物。
階級意識とは特定の階級に固有の政治意識であるが、階級関係がそのまま特定の政治意識を作り出すわけではない。
＊即時的階級＝支配階級のイデオロギー的影響下にあって自らの階級の立場を自覚していない場合、その階級のことをこう呼ぶ。
＊対自（向自）的階級＝自らの階級的立場に目覚めた場合、その階級のことをこう呼ぶ。
＊階級闘争のもっとも純粋な形態は政党間の闘争
社会階層の定義

「階級とは異なり、さまざまな社会的格差に基づいて形成されている社会的集合体。職業、所得、学歴、人種、性別などが社会階層形成の具体的原因となる」
＊階級と階層の関係・・・・・階級内階層　と　階級横断的階層
２　政治変動（５章８）
政治体制の変動＝支配層全体の交代をいい、政治権力の階級間移動を引き起こす。革命。近代立憲民主主義は、憲法において体制の平和的変更方式を明確に規定。この方式が確立されていない社会では政治変動は暴力的なものとなる。
政府変動＝政治体制の変動を伴わない、支配層内部の分派やグループ、支配者の交代をいい、政治権力の階級間移動を引き起こさない。選挙による政権交代。
ファシズムやクーデタは両者の中間形態
革命のパターン

ｐ３１６の図１６

第８回　政治社会（全体社会）におけるリーダーシップの過程
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参考－篠原一『現代政治学入門』）
（１）リーダーは課題を提示しないといけない。
    　①大衆が潜在的に感じ取っている問題をわかりやすく提示し、可能な解決方法を示さないといけない（課題の特定化と選択肢の簡約化）

＊　大衆は政権党の政策だけではなく、各政党の提示する政策を理解し､比較しなければならない。

      ②広告と宣伝

　　　＊　誇大広告と詐欺もある。特定の問題について黙っていることもある。　　
（２）リーダーシップの型
　　　①　制度的リーダーシップ
　　　　　現代の安定した政治社会に成立する典型的なタイプ。大衆の利益（安定した収入・人並みの生活・安心できる老後など）を損なわない政治の舵取り。大衆はいまの生活様式や仮体系の変革を望まない｡保守的リーダーシップ。このタイプのリーダーは制度的に正当な手続きに従って選出される。

　　

生活の安定が崩れ､激しい欲求不満が滞留するようになると（恐慌、敗戦などを原因とする秩序の崩壊）⇒

　②　投機的リーダーシップ
　　　　　互いに矛盾する公約の乱発。スケープゴートの創出。

  　　③  創造的リーダーシップ
　　　　　新しいヴィジョンの提示｡価値意識の変革・体制全体の変革・世界観の変革。

　　　　　体系的な社会理論・歴史理論による武装。

（②も③もリーダーはカリスマ性を帯びている。そしてやがて秩序が回復すると①が再び現れる）

（３）指導者と大衆の分化
　課題の提示という形式の下に、大衆の服従を調達し、指導者としての自己の地位を確保する。そのための技術は・・
  ①  認識の操作
　
　②  争点の操作
　③  解決の操作と責任の取り方
  ④  顕教と密教
      顕教＝大衆操作用にまき散らされる状況説明
　　　密教＝指導者集団が真に抱いている状況認識
集団（部分社会）におけるリーダーシップ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参照－山川雄巳『政治学概論』）
　整然とした集合行動は、集団や個体の生存にとってきわめて重要。⇒集団構成員の同調行動の確保は、一般に、構成員の数が多くなればなるほど困難になる⇒どうやってこの困難を解決するか。
＊リーダーシップの核心＝集団におけるリーダーからノンリーダーへの、取るべき行動についての指示コミュニケーション。ノンリーダーの自発性を引き出す。
＊リーダーシップと支配との違い
  被指導者（服従者）への物理的・心理的統制。支配者の交替を許さない。
＊リーダーシップとｈｅａｄｓｈｉｐとの違い
　機能を遂行する基盤が、成員の自発的協力にではなく、権力の組織化された体制におかれている。成員は指導者の地位ゆえにその指示に従う（地位の権威）。両者の間には心理的な距離がある。
（１）リーダーとノンリーダー（集団構造の機能的分化）
　　　リーダーの役割
　　　　１公的問題発見機能（予見者的機能）
　　　　２目標達成の方法・構成員の役割規定
　　　　３集団の分業と協業・目標達成のための成員の配置
　　　　４モラル維持機能・やる気と団結心
（２）リーダーシップの有効性（リーダーシップが集団の集合行為に有効に働くのはなぜか）
　　　　１まとめ役・世話役
　　　　２他の成員の能力の向上
　　　　３決定の自発的受容＝経済的・効率的
　　　　４より適切な意思決定によりはやく到達しうる
        ５分業の発達⇒リーダー以外の構成員が他の仕事に専念しうる⇒集団の多様なニーズが高いレベルで満たされる
ノン・リーダーの配置構造（反応）
１　協力・支持層    
２　同調層  
３　反対層（対抗的なグループを形成する場合がある）   
４　無関心層
＊競争的な、多元的リーダーシップ状況が正当化されている大規模集団では、自分のグループの維持・拡大のために、説得、利益供与、威嚇などを組み合わせた「制御戦略」に意を用いる。カネ・スキャンダル。
（４）リーダーの資質と性格
例「閉鎖型」と「開放型」
例「慎重型」と「果断型」

[image: image6.wmf]　このような分類の仕方に問題点はないか考えてみよう

成績評価について

シラバスを変更しますので注意してください。

出席はとりません。したがって、登録者は全員受験資格があります。

定期テスト７０点とレポート３０点とします。

定期テスト出題形式

　問題を３問だすので、一つあなたが選択してください。論述式です。

レポートの形式

　テーマは自由（もちろん政治学関係ですよ）。約２０００字。Ａ４横書きで表紙をつける。手書きでもよいが、できるだけワープロで作成すること。参考／引用文献を必ず書くこと。それがない場合は剽窃とみなし、０点とする。締め切りは２００５年１月１８日火曜４限目終了時まで（つまり最終講義時間に直接長澤に提出すればよい）

事務室は受け付けないので要注意。

　レポートを提出しなくても定期テストで６０点以上とれば合格しますが、危ないとおもいます（笑）。

４回生以上の諸君へ

　レポートを二本提出してもよろしい。ただし、そのうちの一本は保険扱いとする。つまりテストとレポートで６０点に満たない場合に二本目のレポートで加点するということ。ただし合格保証ではない。以上
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